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資料１．地震規模別にみた建物被害の想定 
「北海道耐震改修促進計画」においては、地震規模別にみた建物の被害想定を以下

のとおりとしています。例えば昭和 38 年から 56 年までに建築された木造建築物の

場合、計測震度が 6.4 の場合には全体の 50.0％が全壊、89.4％が全半壊すると想定

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 震度と木造全壊率との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 震度と非木造全壊率との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 震度と木造全半壊率との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 震度と非木造全半壊率との関係 
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資料２．地震規模別にみた被害想定 
 

表 地震規模別にみた被害想定 

震度 

建築物全壊率 建築物全半壊率 

木 造 非木造 木 造 非木造 

～S36 
S37～

S56 
S57～ ～S46 

S47～

S56 
S57～ ～S36

S37～

S56 
S57～ ～S46 

S47～

S56 
S57～

5.0  0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.2% 0.1% 0.0% 0.2% 0.1% 0.0%

5.1  0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.6% 0.2% 0.0% 0.4% 0.2% 0.0%

5.2  0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.4% 0.6% 0.1% 0.6% 0.4% 0.1%

5.3  0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.0% 1.4% 0.2% 1.0% 0.7% 0.1%

5.4  0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 5.9% 3.0% 0.4% 1.6% 1.1% 0.2%

5.5  0.3% 0.2% 0.0% 0.2% 0.2% 0.0% 10.6% 5.9% 0.8% 2.5% 1.8% 0.3%

5.6  0.8% 0.6% 0.1% 0.4% 0.4% 0.1% 17.4% 10.6% 1.4% 3.7% 2.7% 0.6%

5.7  2.1% 1.4% 0.2% 0.7% 0.6% 0.1% 26.6% 17.4% 2.4% 5.5% 4.0% 0.9%

5.8  4.8% 3.0% 0.4% 1.2% 1.0% 0.2% 37.7% 26.6% 4.0% 7.8% 5.8% 1.4%

5.9  9.7% 5.9% 0.9% 2.0% 1.7% 0.4% 50.0% 37.7% 6.4% 10.8% 8.2% 2.1%

6.0  17.7% 10.6% 1.5% 3.1% 2.6% 0.6% 62.3% 50.0% 9.8% 14.6% 11.2% 3.1%

6.1  28.9% 17.4% 2.7% 4.8% 3.9% 1.0% 73.4% 62.3% 14.3% 19.1% 15.0% 4.5%

6.2  42.7% 26.6% 4.4% 7.2% 5.8% 1.5% 82.6% 73.4% 20.0% 24.5% 19.6% 6.4%

6.3  57.3% 37.7% 7.0% 10.4% 8.2% 2.3% 89.4% 82.6% 27.0% 30.5% 24.9% 8.8%

6.4  71.1% 50.0% 10.6% 14.5% 11.4% 3.3% 94.1% 89.4% 35.0% 37.2% 30.9% 11.8%

6.5  82.3% 62.3% 15.3% 19.5% 15.4% 4.8% 97.0% 94.1% 43.7% 44.2% 37.4% 15.5%

6.6  90.3% 73.4% 21.3% 25.5% 20.2% 6.7% 98.6% 97.0% 52.7% 51.5% 44.3% 19.8%

6.7  95.2% 82.6% 28.5% 32.3% 25.8% 9.1% 99.4% 98.6% 61.6% 58.6% 51.4% 24.9%

6.8  97.9% 89.4% 36.7% 39.7% 32.2% 12.2% 99.8% 99.4% 69.9% 65.5% 58.5% 30.6%

6.9  99.2% 94.1% 45.5% 47.6% 39.1% 15.9% 99.9% 99.8% 77.3% 72.0% 65.3% 36.7%

7.0  99.7% 97.0% 54.5% 55.6% 46.3% 20.2% 100.0% 99.9% 83.6% 77.7% 71.6% 43.3%
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資料３．揺れやすさマップとは 
 

地震が発生した場合にはまず、各地の揺れの強さ（震度）が情報として気象庁から発

表されますが、この震度は被害と密接にかかわることから、あらかじめ住民に対して震

度についての情報を提供することによって、住民の防災意識の高揚が図られるものと考

えられています。さらに、自らの居住地をマップにおいて明確に認識できることで、地

震時の危険性を実感できるものです。 

地震の揺れは、 

①震源断層で破壊が起こり、 

②その破壊のエネルギーが地震波となって揺れが地下の岩盤を通じて地表面付近の層に

伝わり、 

③表層地盤によって揺れが増幅され地表に伝わるものです。 

揺れの大きさは、 

①震源断層から地表面付近までは、概ね震源断層からの距離に応じて減衰します。 

②表層地盤では揺れの増幅の仕方が表層地盤の性状によってかなり異なります。一般的

には、表層地盤が軟らかければ揺れは増幅しやすく、硬ければ増幅しにくい傾向があ

ります。  

③地形が大きく変化するような場所では、数十メートル離れただけでも揺れが大きく変

わることがあります。  

ここでいう「揺れやすさマップ」とは、地盤の状況とそこで起こりうる地震の両面から

地域の揺れやすさを震度として評価し、住民自らがその居住地を認識可能な縮尺で詳

細に表現したものです。 
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資料４．耐震改修補助制度による補助額の例 
 

市が補助制度を設けた場合の所有者負担や国・北海道・芦別市の補助額の例を下表に

示します。 

 

①耐震改修費用 15 万円 20 万円 30 万円 50 万円 200 万円 250 万円 300 万円 350 万円

 

 

 

市負担 4.1 万円 5.5 万円 5.5 万円 5.5 万円 5.5 万円 6.9 万円 8.3 万円 8.3 万円

国費 3.4 万円 4.5 万円 4.5 万円 4.5 万円 4.5 万円 5.6 万円 6.7 万円 6.7 万円

道補助金 7.5 万円 10 万円 10 万円 10 万円 10 万円 12.5 万円 15 万円 15 万円

②耐震改修等補助制度 
15 万円 

※１ 

20 万円

※２

20 万円

※２

20 万円

※２

20 万円

※２

25 万円 

※３ 

30 万円

※３

30 万円

※４

③所得税控除 
1.5 万円 

 

2 万円 3 万円 5 万円 20 万円

※５

20 万円 

※５ 

20 万円

※５

20 万円

※５

④＝①―（②＋③） 

所有者負担 

0 円 

（0％） 

0 円

（0％）

７万円

（23%）

２5 万円

（50％）

160 万円

（80％）

205 万円 

（82％） 

250 万円

（83％）

300 万円

（86％）

※１：耐震改修費用が 20 万円未満のため、補助金は耐震改修費用と同額になります。 

※２：耐震改修費用が 20 万円以上 200 万円以下の場合、補助金は 20 万円となります。 

※３：耐震改修費用が 200 万円を超え 300 万円以下の場合、補助金は耐震改修費用の

10％分になります。 

※４：耐震改修費用が 300 万円を超えるため、補助金は上限の 30 万円となります。 

※５：所得税控除は、耐震改修費用 200 万円が上限のため、その 10％の 20 万円となり

ます。 

 

芦別市住宅リフォーム助成事業による助成額 

・市内にある住宅のリフォーム工事（１００万円以上の工事）を対象。 

・耐震改修工事の場合対象工事金額の２０％（３０万円を上限）を還元。 

・住宅改修工事（一般リフォーム工事）の場合対象工事金額の２０％（２０万円を上限）

を還元。 

 

参考 

固定資産税の減額規定  

旧耐震基準により建設された住宅について、一定の耐震改修工事を行った場合、当該住

宅に係る固定資産税額（120 ㎡相当部分まで）を以下のとおり減額する。 

① 平成２２年から２４年に工事を行った場合：２年間１／２に減額  

② 平成２５年から２７年に工事を行った場合：１年間１／２に減額 

耐震改修費用 15 万円 20 万円 30 万円 50 万円 100 万円 150 万円 200 万円 250 万円 300 万円

耐震改修工事 － － － － 20 万円 30 万円 30 万円 30 万円 30 万円

住宅改修工事 

(一般リフォーム工事) 
－ － － － 20 万円 20 万円 20 万円 20 万円 20 万円
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資料５．耐震改修の費用（事例） 
 

耐震改修工事にはどのくらい費用がかかるの？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐震化異種工事費の概算を知る方法は？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：「木造住宅の耐震改修の費用」編集 財団法人日本建築防災協会
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部位ごとの工事費用の目安は？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       

 

 

 

  



60 

 

資料６．気象庁震度階級関連解説表 
 

■人の体感・行動、屋内の状況、屋外の状況 

震度 

階級 
人の体感・行動 屋内の状況 屋外の状況 

0 
人は揺れを感じないが、地震

計には記録される。 
－ － 

1 

屋内で静かにしている人の中

には、揺れをわずかに感じる

人がいる。 

－ － 

2 

屋内で静かにしている人の大

半が、揺れを感じる。眠って

いる人の中には、目を覚ます

人もいる。 

電灯などのつり下げ物が、わ

ずかに揺れる。 
－ 

3 

屋内にいる人のほとんどが、

揺れを感じる。歩いている人

の中には、揺れを感じる人も

いる。眠っている人の大半が、

目を覚ます。 

棚にある食器類が音を立てる

ことがある。 
電線が少し揺れる。 

4 

ほとんどの人が驚く。歩いて

いる人のほとんどが、揺れを

感じる。眠っている人のほと

んどが、目を覚ます。 

電灯などのつり下げ物は大き

く揺れ、棚にある食器類は音

を立てる。座りの悪い置物が、

倒れることがある。 

電線が大きく揺れる。自動車

を運転していて、揺れに気付

く人がいる。 

5 弱 
大半の人が、恐怖を覚え、物

につかまりたいと感じる。 

電灯などのつり下げ物は激し

く揺れ、棚にある食器類、書

棚の本が落ちることがある。

座りの悪い置物の大半が倒れ

る。固定していない家具が移

動することがあり、不安定な

ものは倒れることがある。 

まれに窓ガラスが割れて落ち

ることがある。道路に被害が

生じることがある。 

5 強 

大半の人が、物につかまらな

いと歩くことが難しいなど、

行動に支障を感じる。 

棚にある食器類や書棚の本

で、落ちるものが多くなる。

テレビが台から落ちることが

ある。固定していない家具が

倒れることがある。 

窓ガラスが割れて落ちること

がある。補強されていないブ

ロック塀が崩れることがあ

る。据付けが不十分な自動販

売機が倒れることがある。自

動車の運転が困難となり、停

止する車もある。 

6 弱 
立っていることが困難にな

る。 

固定していない家具の大半が

移動し、倒れるものもある。

ドアが開かなくなることがあ

る。 

壁のタイルや窓ガラスが破

損、落下することがある。 

6 強 立っていることができず、は

わないと動くことができな

い。 

揺れにほんろうされ、動くこ

ともできず、飛ばされること

もある。 

固定していない家具のほとん

どが移動し、倒れるものが多

くなる。 

壁のタイルや窓ガラスが破

損、落下する建物が多くなる。

補強されていないブロック塀

のほとんどが崩れる。 

7 

固定していない家具のほとん

どが移動したり倒れたりし、

飛ぶこともある。 

壁のタイルや窓ガラスが破

損、落下する建物がさらに多

くなる。補強されているブロ

ック塀も破損するものがあ

る。 
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■木造住宅の状況 

震度

階級 

木造建物（住宅） 

耐震性が高い 耐震性が低い 

５弱 － 
壁などに軽微なひび割れ・亀裂がみられること

がある。 

５強 － 
壁などにひび割れ・亀裂がみられることがあ

る。 

６弱 
壁などに軽微なひび割れ・亀裂がみられること

がある。 

壁などのひび割れ・亀裂が多くなる。 

壁などに大きなひび割れ・亀裂が入ることがあ

る。 

６強 
壁などにひび割れ・亀裂がみられることがあ

る。 

壁などに大きなひび割れ・亀裂が入るものが多

くなる。 

傾くものや、倒れるものが多くなる。 

７ 
壁などのひび割れ・亀裂が多くなる。 

まれに傾くことがある。 
傾くものや、倒れるものがさらに多くなる。 

（注１）木造建物（住宅）の耐震性により２つに区分けした。建築年代の新しいものほど高い傾向があ

り、概ね昭和 56 年（1981 年）以前は耐震性が低く、昭和 57 年（1982 年）以降には耐震性

が高い傾向がある。しかし、構法の違いや壁の配置などにより耐震性に幅があるため、必ずしも

建築年代が古いというだけで耐震性の高低が決まるものではない。既存建築物の耐震性は、耐震

診断により把握することができる。 

（注２）この表における木造の壁のひび割れ、亀裂、損傷は、土壁（割り竹下地）、モルタル仕上壁（ラ

ス、金網下地含む）を想定している。下地の弱い壁は、建物の変形が少ない状況でも、モルタル

等が剥離し、落下しやすくなる。 

（注３）木造建物の被害は、地震の際の地震動の周期や継続時間によって異なる。平成 20 年（2008

年）岩手・宮城内陸地震のように、震度に比べ建物被害が少ない事例もある。 

 

■鉄筋コンクリート造建物の状況 

震度

階級 

鉄筋コンクリート造建物 

耐震性が高い 耐震性が低い 

５強 － 
壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび割れ・

亀裂が入ることがある。 

６弱 
壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび割れ・

亀裂が入ることがある。 

壁、梁（梁）、柱などの部材に、ひび割れ・亀

裂が多くなる。 

６強 
壁、梁（梁）、柱などの部材に、ひび割れ・亀

裂が多くなる。 

壁、梁（梁）、柱などの部材に、斜めやＸ状の

ひび割れ・亀裂がみられることがある。 

１階あるいは中間階の柱が崩れ、倒れるものが

ある。 

７ 

壁、梁（梁）、柱などの部材に、ひび割れ・亀

裂がさらに多くなる。 

１階あるいは中間階が変形し、まれに傾くもの

がある。 

壁、梁（梁）、柱などの部材に、斜めやＸ状の

ひび割れ・亀裂が多くなる。 

１階あるいは中間階の柱が崩れ、倒れるものが

多くなる。 

（注１）鉄筋コンクリート造建物では、建築年代の新しいものほど耐震性が高い傾向にあり、概ね昭和

56 年（1981 年）以前は耐震性が低く、昭和 57 年（1982 年）以降は耐震性が高い傾向があ

る。しかし、構造形式や平面的、立体的な耐震壁の配置により耐震性に幅があるため、必ずしも

建築年代が古いというだけで耐震性の高低が決まるものではない。既存建築物の耐震性は、耐震

診断により把握することができる。 

（注２）鉄筋コンクリート造建物は、建物の主体構造に影響を受けていない場合でも、軽微なひび割れ

などがみられることがある。  
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■地盤・斜面等の状況 

震度

階級 
地盤の状況 斜面等の状況 

５弱 
亀裂※1 や液状化※2 が生じることがある。 落石やがけ崩れが発生することがある。 

５強 

６弱 地割れが生じることがある。 がけ崩れや地滑りが発生することがある。 

６強 
大きな地割れが生じることがある。 

がけ崩れが多発し、大規模は地すべりや山体の

崩壊が発生することがある※3。 ７ 

※１ 亀裂は、地割れと同じ現象であるが、ここでは規模の小さい地割れを亀裂として表記している。 

※２ 地価水位が高い、ゆるい砂地盤では、液状化が発生することがある。液状化が進行すると、地面

からの泥水の噴出や地盤沈下が起こり、堤防や岸壁が壊れる。下水管やマンホールが浮き上がる、

建物の土台が傾いたり倒れたりするなどの被害が発生することがある。 

※３ 大規模な地すべりや山体の崩壊等が発生した場合、地形等によっては天然ダムが形成されること

がある。また、大量の崩壊土砂が土石流化することもある。 

 

■ライフライン・インフラ等への影響 

ガス供給の停止 安全装置のあるガスメーター（マイコンメーター）では震度５弱程度以上の揺れ

で遮断装置が作動し、ガスの供給を停止する。 

さらに揺れが強い場合には、安全のため地域ブロック単位でガス供給が止まるこ

とがある※。 

暖水、停電の発生 震度５弱程度以上の揺れがあった地域では、断水、停電が発生することがある※。

鉄道の停止、高速

道路の規制等 

震度４程度以上の揺れがあった場合には、鉄道、高速道路尚で、安全確認のため、

運転見合わせ、速度規制、通行規制が、各事業者の判断によって行われる。（安

全確認のための基準は、事業者や地域によって異なる。） 

電話等通信の障害 地震災害の発生時、揺れの強い地域やその周辺の地域において、電話・インター

ネット等による安否確認、見舞い、問合せが増加し、電話等がつながりにくい状

況（ふくそう）が起こることがある。その為の対策として、震度６弱程度以上の

揺れがあった地震などの災害の発生時に、通信事業者により災害用伝言ダイヤル

や災害用伝言板などの提供が行われる。 

エレベーターの停

止 

地震管制装置付きのエレベーターは、震度５弱程度以上の揺れがあった場合、安

全のため自動停止する。運転再開には、安全確認などのため、時間がかかること

がある。 

※ 震度６強程度以上の揺れとなる地震があった場合には、広い地域で、ガス、水道、電気の供給が停

止することがある。 

 

■大規模構造物への影響 

長周期地震動※に

よる超高層ビルの

揺れ 

超高層ビルは固有周期が長いため、固有周期が短い一般の鉄筋コンクリート造建

物に比べて地震時作用する力が相対的に小さくなる性質を持っている。しかし、

長周期地震動に対しては、ゆっくりとした揺れが長く続き、揺れが大きい場合に

は、固定の弱いＯＡ機器などが大きく移動し、人も固定しているものにつかまら

ないと、同じ場所にいられない状況となる可能性がある。 

石油タンクのスロ

ッシング 

長周期地震動により石油タンクのスロッシング（タンク内溶液の液面が大きく揺

れる現象）が発生し、石油がタンクから溢れ出たり、火災などが発生したりする

ことがある。 

大規模空間を有す

る施設の天井等の

破損、脱落 

体育館、屋内プールなど大規模空間を有する施設では、建物の柱、壁など構造自

体に大きな被害を生じない程度の地震動でも、天井等が大きく揺れたりして、破

損、脱落することがある。 

※ 規模の大きな地震が発生した場合、長周期の地震波が発生し、震源から離れた遠方まで到達して、

平野部では地盤の固有周期に応じて長周期の地震波が増幅され、継続時間も長くなることがある。



63 

 

資料７．関連法令等 
 

１ 建築物の耐震改修の促進に関する法律 

 

建築物の耐震改修の促進に関する法律 

 

（平成七年十月二十七日法律第百二十三号） 

最終改正：平成一八年六月二日法律第五〇号  

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、地震による建築物の倒壊等の被害から国民の生命、身体及び財産を保護

するため、建築物の耐震改修の促進のための措置を講ずることにより建築物の地震に対する

安全性の向上を図り、もって公共の福祉の確保に資することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「耐震診断」とは、地震に対する安全性を評価することをいう。 

２ この法律において「耐震改修」とは、地震に対する安全性の向上を目的として、増築、改

築、修繕若しくは模様替又は敷地の整備をすることをいう。 

３ この法律において「所管行政庁」とは、建築主事を置く市町村又は特別区の区域について

は当該市町村又は特別区の長をいい、その他の市町村又は特別区の区域については都道府県

知事をいう。ただし、建築基準法 （昭和二十五年法律第二百一号）第九十七条の二第一項又

は第九十七条の三第一項の規定により建築主事を置く市町村又は特別区の区域内の政令で定

める建築物については、都道府県知事とする。  

（国、地方公共団体及び国民の努力義務） 

第三条 国は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に資する技術に関する研究開発を促進す

るため、当該技術に関する情報の収集及び提供その他必要な措置を講ずるよう努めるものと

する。  

２ 国及び地方公共団体は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るため、資金の融通又

はあっせん、資料の提供その他の措置を講ずるよう努めるものとする。  

３ 国及び地方公共団体は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関する国民の理解と協力

を得るため、建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に努めるもの

とする。 

４ 国民は、建築物の地震に対する安全性を確保するとともに、その向上を図るよう努めるも

のとする。  

 

第二章 基本方針及び都道府県耐震改修促進計画等  

（基本方針）  

第四条 国土交通大臣は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針（以

下「基本方針」という。）を定めなければならない。  

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関する基本的な事項 
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二 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標の設定に関する事項  

三 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施について技術上の指針となるべき事項 

四 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関する基本的な事項 

五 次条第一項に規定する都道府県耐震改修促進計画の策定に関する基本的な事項その他建

築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関する重要事項  

３ 国土交通大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表し

なければならない。  

（都道府県耐震改修促進計画等）  

第五条 都道府県は、基本方針に基づき、当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震

改修の促進を図るための計画（以下「都道府県耐震改修促進計画」という。）を定めるものと

する。  

２ 都道府県耐震改修促進計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一 当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標  

二 当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策に関す

る事項  

三 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関する事項  

四 建築基準法第十条第一項から第三項までの規定による勧告又は命令その他建築物の地震

に対する安全性を確保し、又はその向上を図るための措置の実施についての所管行政庁と

の連携に関する事項  

五 その他当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な事項  

３ 都道府県は、次の各号に掲げる場合には、前項第二号に掲げる事項に、当該各号に定める

事項を記載することができる。  

一 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路の通行を妨げ、多数

の者の円滑な避難を困難とすることを防止するため、当該道路にその敷地が接する建築物

の耐震診断及び耐震改修の促進を図ることが必要と認められる場合 当該耐震診断及び耐

震改修の促進を図るべき建築物の敷地に接する道路に関する事項  

二 特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成五年法律第五十二号。以下「特定優

良賃貸住宅法」という。）第三条第四号に規定する資格を有する入居者をその全部又は一部

について確保することができない特定優良賃貸住宅（特定優良賃貸住宅法第六条に規定す

る特定優良賃貸住宅をいう。以下同じ。）を活用し、第十条に規定する認定建築物である住

宅の耐震改修の実施に伴い仮住居を必要とする者（特定優良賃貸住宅法第三条第四号に規

定する資格を有する者を除く。以下「特定入居者」という。）に対する仮住居を提供するこ

とが必要と認められる場合 特定優良賃貸住宅の特定入居者に対する賃貸に関する事項  

三 前項第一号の目標を達成するため、当該都道府県の区域内において独立行政法人都市再

生機構（以下「機構」という。）又は地方住宅供給公社（以下「公社」という。）による建

築物の耐震診断及び耐震改修の実施が必要と認められる場合 機構又は公社による建築物

の耐震診断及び耐震改修の実施に関する事項  

４ 都道府県は、都道府県耐震改修促進計画に機構又は公社による建築物の耐震診断及び耐震

改修の実施に関する事項を記載しようとするときは、当該事項について、あらかじめ、機構

又は当該公社及びその設立団体（地方住宅供給公社法（昭和四十年法律第百二十四号）第四

条第二項に規定する設立団体をいい、当該都道府県を除く。）の長の同意を得なければならな

い。  
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５ 都道府県は、都道府県耐震改修促進計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表するとと

もに、当該都道府県の区域内の市町村にその写しを送付しなければならない。  

６ 前三項の規定は、都道府県耐震改修促進計画の変更について準用する。  

７ 市町村は、基本方針及び都道府県耐震改修促進計画を勘案して、当該市町村の区域内の建

築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための計画を定めるよう努めるものとする。  

８ 市町村は、前項の計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければな

らない。  

 

第三章 特定建築物に係る措置  

（特定建築物の所有者の努力）  

第六条 次に掲げる建築物のうち、地震に対する安全性に係る建築基準法又はこれに基づく命

令若しくは条例の規定（第八条において「耐震関係規定」という。）に適合しない建築物で同

法第三条第二項の規定の適用を受けているもの（以下「特定建築物」という。）の所有者は、

当該特定建築物について耐震診断を行い、必要に応じ、当該特定建築物について耐震改修を

行うよう努めなければならない。  

一 学校、体育館、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、事務所、老人ホームそ

の他多数の者が利用する建築物で政令で定めるものであって政令で定める規模以上のもの  

二 火薬類、石油類その他政令で定める危険物であって政令で定める数量以上のものの貯蔵

場又は処理場の用途に供する建築物  

三 地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路の通行を妨げ、多数の者の円

滑な避難を困難とするおそれがあるものとして政令で定める建築物であって、その敷地が

前条第三項第一号の規定により都道府県耐震改修促進計画に記載された道路に接するもの  

（指導及び助言並びに指示等）  

第七条 所管行政庁は、特定建築物の耐震診断及び耐震改修の適確な実施を確保するため必要

があると認めるときは、特定建築物の所有者に対し、基本方針のうち第四条第二項第三号の

技術上の指針となるべき事項を勘案して、特定建築物の耐震診断及び耐震改修について必要

な指導及び助言をすることができる。  

２ 所管行政庁は、次に掲げる特定建築物のうち、地震に対する安全性の向上を図ることが特

に必要なものとして政令で定めるものであって政令で定める規模以上のものについて必要な

耐震診断又は耐震改修が行われていないと認めるときは、特定建築物の所有者に対し、基本

方針のうち第四条第二項第三号の技術上の指針となるべき事項を勘案して、必要な指示をす

ることができる。  

一 病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店その他不特定かつ多数の者が利用する特

定建築物  

二 小学校、老人ホームその他地震の際の避難確保上特に配慮を要する者が主として利用す

る特定建築物 

三 前条第二号に掲げる建築物である特定建築物  

３ 所管行政庁は、前項の規定による指示を受けた特定建築物の所有者が、正当な理由がなく、

その指示に従わなかったときは、その旨を公表することができる。  

４ 所管行政庁は、前二項の規定の施行に必要な限度において、政令で定めるところにより、

特定建築物の所有者に対し、特定建築物の地震に対する安全性に係る事項に関し報告させ、

又はその職員に、特定建築物、特定建築物の敷地若しくは特定建築物の工事現場に立ち入り、
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特定建築物、特定建築物の敷地、建築設備、建築材料、書類その他の物件を検査させること

ができる。 

５ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示

しなければならない。  

６ 第四項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはな

らない。  

 

第四章 建築物の耐震改修の計画の認定  

（計画の認定）  

第八条 建築物の耐震改修をしようとする者は、国土交通省令で定めるところにより、建築物

の耐震改修の計画を作成し、所管行政庁の認定を申請することができる。  

２ 前項の計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。  

一 建築物の位置  

二 建築物の階数、延べ面積、構造方法及び用途  

三 建築物の耐震改修の事業の内容  

四 建築物の耐震改修の事業に関する資金計画  

五 その他国土交通省令で定める事項  

３ 所管行政庁は、第一項の申請があった場合において、建築物の耐震改修の計画が次に掲げ

る基準に適合すると認めるときは、その旨の認定（以下この章において「計画の認定」とい

う。）をすることができる。  

一 建築物の耐震改修の事業の内容が耐震関係規定又は地震に対する安全上これに準ずるも

のとして国土交通大臣が定める基準に適合していること。  

二 前項第四号の資金計画が建築物の耐震改修の事業を確実に遂行するため適切なものであ

ること。 

三 第一項の申請に係る建築物、建築物の敷地又は建築物若しくはその敷地の部分が耐震関

係規定及び耐震関係規定以外の建築基準法又はこれに基づく命令若しくは条例の規定に適

合せず、かつ、同法第三条第二項の規定の適用を受けているものである場合において、当

該建築物又は建築物の部分の増築（柱の径若しくは壁の厚さを増加させ、又は柱若しくは

壁のない部分に柱若しくは壁を設けることにより建築物の延べ面積を増加させるものに限

る。）、改築（形状の変更（国土交通省令で定める軽微な変更を除く。）を伴わないものに限

る。）、大規模の修繕（同法第二条第十四号に規定する大規模の修繕をいう。）又は大規模の

模様替（同条第十五号に規定する大規模の模様替をいう。）をしようとするものであり、か

つ、当該工事後も、引き続き、当該建築物、建築物の敷地又は建築物若しくはその敷地の

部分が耐震関係規定以外の同法又はこれに基づく命令若しくは条例の規定に適合しないこ

ととなるものであるときは、前二号に掲げる基準のほか、次に掲げる基準に適合している

こと。  

イ 当該工事が地震に対する安全性の向上を図るため必要と認められるものであり、かつ、

当該工事後も、引き続き、当該建築物、建築物の敷地又は建築物若しくはその敷地の部

分が耐震関係規定以外の建築基準法又はこれに基づく命令若しくは条例の規定に適合し

ないこととなることがやむを得ないと認められるものであること。  

ロ 工事の計画（二以上の工事に分けて耐震改修の工事を行う場合にあっては、それぞれ

の工事の計画）に係る建築物及び建築物の敷地について、交通上の支障の度、安全上、
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防火上及び避難上の危険の度並びに衛生上及び市街地の環境の保全上の有害の度が高く

ならないものであること。  

四 第一項の申請に係る建築物が耐震関係規定に適合せず、かつ、建築基準法第三条第二項

の規定の適用を受けている耐火建築物（同法第二条第九号の二に規定する耐火建築物をい

う。）である場合において、当該建築物について柱若しくは壁を設け、又は柱若しくははり

の模様替をすることにより当該建築物が同法第二十七条第一項、第六十一条又は第六十二

条第一項の規定に適合しないこととなるものであるときは、第一号及び第二号に掲げる基

準のほか、次に掲げる基準に適合していること。  

イ 当該工事が地震に対する安全性の向上を図るため必要と認められるものであり、かつ、

当該工事により、当該建築物が建築基準法第二十七条第一項、第六十一条又は第六十二

条第一項の規定に適合しないこととなることがやむを得ないと認められるものであるこ

と。  

ロ 次に掲げる基準に適合し、防火上及び避難上支障がないと認められるものであること。  

（１） 工事の計画に係る柱、壁又ははりの構造が国土交通省令で定める防火上の基準

に適合していること。  

（２） 工事の計画に係る柱、壁又ははりに係る火災が発生した場合の通報の方法が国

土交通省令で定める防火上の基準に適合していること。  

４ 第一項の申請に係る建築物の耐震改修の計画が建築基準法第六条第一項の規定による確認

又は同法第十八条第二項の規定による通知を要するものである場合において、計画の認定を

しようとするときは、所管行政庁は、あらかじめ、建築主事の同意を得なければならない。  

５ 建築基準法第九十三条の規定は所管行政庁が同法第六条第一項の規定による確認又は同法

第十八条第二項の規定による通知を要する建築物の耐震改修の計画について計画の認定をし

ようとする場合について、同法第九十三条の二の規定は所管行政庁が同法第六条第一項の規

定による確認を要する建築物の耐震改修の計画について計画の認定をしようとする場合につ

いて準用する。 

６ 所管行政庁が計画の認定をしたときは、次に掲げる建築物、建築物の敷地又は建築物若し

くはその敷地の部分（以下この項において「建築物等」という。）については、建築基準法第

三条第三項第三号及び第四号の規定にかかわらず、同条第二項の規定を適用する。  

一 耐震関係規定に適合せず、かつ、建築基準法第三条第二項の規定の適用を受けている建

築物等であって、第三項第一号の国土交通大臣が定める基準に適合しているものとして計

画の認定を受けたもの  

二 計画の認定に係る第三項第三号の建築物等 

７ 所管行政庁が計画の認定をしたときは、計画の認定に係る第三項第四号の建築物について

は、建築基準法第二十七条第一項、第六十一条又は第六十二条第一項の規定は、適用しない。  

８ 第一項の申請に係る建築物の耐震改修の計画が建築基準法第六条第一項の規定による確認

又は同法第十八条第二項の規定による通知を要するものである場合において、所管行政庁が

計画の認定をしたときは、同法第六条第一項又は第十八条第三項の規定による確認済証の交

付があったものとみなす。この場合において、所管行政庁は、その旨を建築主事に通知する

ものとする。  

（計画の変更）  
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第九条 計画の認定を受けた者（第十三条第一項及び第三項を除き、以下「認定事業者」とい

う。）は、当該計画の認定を受けた計画の変更（国土交通省令で定める軽微な変更を除く。）

をしようとするときは、所管行政庁の認定を受けなければならない。 

２ 前条の規定は、前項の場合について準用する。  

（報告の徴収）  

第十条 所管行政庁は、認定事業者に対し、計画の認定を受けた計画（前条第一項の規定によ

る変更の認定があったときは、その変更後のもの。次条において同じ。）に係る建築物（以下

「認定建築物」という。）の耐震改修の状況について報告を求めることができる。  

（改善命令）  

第十一条 所管行政庁は、認定事業者が計画の認定を受けた計画に従って認定建築物の耐震改

修を行っていないと認めるときは、当該認定事業者に対し、相当の期限を定めて、その改善

に必要な措置をとるべきことを命ずることができる。  

（計画の認定の取消し）  

第十二条 所管行政庁は、認定事業者が前条の規定による処分に違反したときは、計画の認定

を取り消すことができる。  

 

第五章 建築物の耐震改修に係る特例  

（特定優良賃貸住宅の入居者の資格に係る認定の基準の特例）  

第十三条 第五条第三項第二号の規定により都道府県耐震改修促進計画に特定優良賃貸住宅の

特定入居者に対する賃貸に関する事項を記載した都道府県の区域内において、特定優良賃貸

住宅法第五条第一項に規定する認定事業者は、特定優良賃貸住宅の全部又は一部について特

定優良賃貸住宅法第三条第四号に規定する資格を有する入居者を国土交通省令で定める期間

以上確保することができないときは、特定優良賃貸住宅法の規定にかかわらず、都道府県知

事（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項に規定する指

定都市又は同法第二百五十二条の二十二第一項に規定する中核市の区域内にあっては、当該

指定都市又は中核市の長。第三項において同じ｡）の承認を受けて、その全部又は一部を特定

入居者に賃貸することができる｡ 

２ 前項の規定により特定優良賃貸住宅の全部又は一部を賃貸する場合においては、当該賃貸

借を借地借家法（平成三年法律第九十号）第三十八条第一項の規定による建物の賃貸借（国

土交通省令で定める期間を上回らない期間を定めたものに限る。）としなければならない。  

３ 特定優良賃貸住宅法第五条第一項に規定する認定事業者が第一項の規定による都道府県知

事の承認を受けた場合における特定優良賃貸住宅法第十一条第一項の規定の適用については、

同項中「処分」とあるのは、「処分又は建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成七年法律

第百二十三号）第十三条第二項の規定」とする。  

（機構の業務の特例）  

第十四条 第五条第三項第三号の規定により都道府県耐震改修促進計画に機構による建築物の

耐震診断及び耐震改修の実施に関する事項を記載した都道府県の区域内において、機構は、

独立行政法人都市再生機構法（平成十五年法律第百号）第十一条に規定する業務のほか、委

託に基づき、政令で定める建築物（同条第三項第二号の住宅又は同項第四号の施設であるも

のに限る。）の耐震診断及び耐震改修の業務を行うことができる。  

（公社の業務の特例）  
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第十五条 第五条第三項第三号の規定により都道府県耐震改修促進計画に公社による建築物の

耐震診断及び耐震改修の実施に関する事項を記載した都道府県の区域内において、公社は、

地方住宅供給公社法第二十一条に規定する業務のほか、委託により、住宅の耐震診断及び耐

震改修並びに市街地において自ら又は委託により行った住宅の建設と一体として建設した商

店、事務所等の用に供する建築物及び集団住宅の存する団地の居住者の利便に供する建築物

の耐震診断及び耐震改修の業務を行うことができる。  

２ 前項の規定により公社の業務が行われる場合には、地方住宅供給公社法第四十九条第三号

中「第二十一条に規定する業務」とあるのは、「第二十一条に規定する業務及び建築物の耐震

改修の促進に関する法律（平成七年法律第百二十三号）第十五条第一項に規定する業務」と

する。  

（独立行政法人住宅金融支援機構の資金の貸付けについての配慮）  

第十六条 独立行政法人住宅金融支援機構は、法令及びその事業計画の範囲内において、認定

建築物である住宅の耐震改修が円滑に行われるよう、必要な資金の貸付けについて配慮する

ものとする。  

 

第六章 耐震改修支援センター  

（耐震改修支援センター）  

第十七条 国土交通大臣は、建築物の耐震診断及び耐震改修の実施を支援することを目的とし

て民法（明治二十九年法律第八十九号）第三十四条の規定により設立された法人その他営利

を目的としない法人であって、第十九条に規定する業務（以下「支援業務」という。）に関し

次に掲げる基準に適合すると認められるものを、その申請により、耐震改修支援センター（以

下「センター」という。）として指定することができる。  

一 職員、支援業務の実施の方法その他の事項についての支援業務の実施に関する計画が、

支援業務の適確な実施のために適切なものであること。  

二 前号の支援業務の実施に関する計画を適確に実施するに足りる経理的及び技術的な基礎

を有するものであること。  

三 役員又は職員の構成が、支援業務の公正な実施に支障を及ぼすおそれがないものである

こと。  

四 支援業務以外の業務を行っている場合には、その業務を行うことによって支援業務の公

正な実施に支障を及ぼすおそれがないものであること。  

五 前各号に定めるもののほか、支援業務を公正かつ適確に行うことができるものであるこ

と。  

（指定の公示等）  

第十八条 国土交通大臣は、前条の規定による指定（以下単に「指定」という。）をしたときは、

センターの名称及び住所並びに支援業務を行う事務所の所在地を公示しなければならない。 

２ センターは、その名称若しくは住所又は支援業務を行う事務所の所在地を変更しようと

するときは、変更しようとする日の二週間前までに、その旨を国土交通大臣に届け出なけれ

ばならない。  

３ 国土交通大臣は、前項の規定による届出があったときは、その旨を公示しなければならな

い。 

（業務）  

第十九条 センターは、次に掲げる業務を行うものとする。 
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一 認定事業者が行う認定建築物である特定建築物の耐震改修に必要な資金の貸付けを行っ

た国土交通省令で定める金融機関の要請に基づき、当該貸付けに係る債務の保証をするこ

と。  

二 建築物の耐震診断及び耐震改修に関する情報及び資料の収集、整理及び提供を行うこと。  

三 建築物の耐震診断及び耐震改修に関する調査及び研究を行うこと。  

四 前三号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。  

（業務の委託）  

第二十条 センターは、国土交通大臣の認可を受けて、前条第一号に掲げる業務（以下「債務

保証業務」という。）のうち債務の保証の決定以外の業務の全部又は一部を金融機関その他の

者に委託することができる。  

２ 金融機関は、他の法律の規定にかかわらず、前項の規定による委託を受け、当該業務を行

うことができる。  

（債務保証業務規程） 

第二十一条 センターは、債務保証業務に関する規程（以下「債務保証業務規程」という。）を

定め、国土交通大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様

とする。  

２ 債務保証業務規程で定めるべき事項は、国土交通省令で定める。  

３ 国土交通大臣は、第一項の認可をした債務保証業務規程が債務保証業務の公正かつ適確な

実施上不適当となったと認めるときは、その債務保証業務規程を変更すべきことを命ずるこ

とができる。  

（事業計画等）  

第二十二条 センターは、毎事業年度、国土交通省令で定めるところにより、支援業務に係る

事業計画及び収支予算を作成し、当該事業年度の開始前に（指定を受けた日の属する事業年

度にあっては、その指定を受けた後遅滞なく）、国土交通大臣の認可を受けなければならない。

これを変更しようとするときも、同様とする。  

２ センターは、毎事業年度、国土交通省令で定めるところにより、支援業務に係る事業報告

書及び収支決算書を作成し、当該事業年度経過後三月以内に、国土交通大臣に提出しなけれ

ばならない。  

（区分経理）  

第二十三条 センターは、国土交通省令で定めるところにより、次に掲げる業務ごとに経理を

区分して整理しなければならない。  

一 債務保証業務及びこれに附帯する業務  

二 第十九条第二号及び第三号に掲げる業務並びにこれらに附帯する業務  

（帳簿の備付け等） 

第二十四条 センターは、国土交通省令で定めるところにより、支援業務に関する事項で国土

交通省令で定めるものを記載した帳簿を備え付け、これを保存しなければならない。  

２ 前項に定めるもののほか、センターは、国土交通省令で定めるところにより、支援業務に

関する書類で国土交通省令で定めるものを保存しなければならない。  

（監督命令） 

第二十五条 国土交通大臣は、支援業務の公正かつ適確な実施を確保するため必要があると認

めるときは、センターに対し、支援業務に関し監督上必要な命令をすることができる。  

（報告、検査等） 
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第二十六条 国土交通大臣は、支援業務の公正かつ適確な実施を確保するため必要があると認

めるときは、センターに対し支援業務若しくは資産の状況に関し必要な報告を求め、又はそ

の職員に、センターの事務所に立ち入り、支援業務の状況若しくは帳簿、書類その他の物件

を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。  

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示

しなければならない。 

３ 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはな

らない。 

（指定の取消し等）  

第二十七条 国土交通大臣は、センターが次の各号のいずれかに該当するときは、その指定を

取り消すことができる。  

一 第十八条第二項又は第二十二条から第二十四条までの規定のいずれかに違反したとき。  

二 第二十一条第一項の認可を受けた債務保証業務規程によらないで債務保証業務を行った

とき。  

三 第二十一条第三項又は第二十五条の規定による命令に違反したとき。  

四 第十七条各号に掲げる基準に適合していないと認めるとき。  

五 センター又はその役員が、支援業務に関し著しく不適当な行為をしたとき。  

六 不正な手段により指定を受けたとき。  

２ 国土交通大臣は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しなければな

らない。 

 

第七章 罰則  

第二十八条 第七条第四項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規

定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、五十万円以下の罰金に処する。  

第二十九条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。  

一 第十条又は第二十六条第一項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者  

二 第二十四条第一項の規定に違反して、帳簿を備え付けず、帳簿に記載せず、若しくは帳

簿に虚偽の記載をし、又は帳簿を保存しなかった者 

三 第二十四条第二項の規定に違反した者  

四 第二十六条第一項の規定による検査を拒み、妨げ、又は忌避した者  

五 第二十六条第一項の規定による質問に対して答弁せず、又は虚偽の答弁をした者  

第三十条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又

は人の業務に関し、前二条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人

に対しても各本条の刑を科する。  

 

附 則 抄  

（施行期日）  

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施

行する。（平成７年政令第４２８号で平成７年１２月２５日から施行）  

（機構の業務の特例に係る委託契約を締結する期限）  

２ 第十四条の規定により機構が委託に基づき行う業務は、当該委託に係る契約が平成二十七

年十二月三十一日までに締結される場合に限り行うことができる。 
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附 則 （平成一七年一一月七日法律第一二〇号） 抄  

（施行期日）  

第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。（平成１８年政令第７号で平成１８年１月２６日から施行）  

（処分、手続等に関する経過措置）  

第二条 この法律による改正前の建築物の耐震改修の促進に関する法律（次項において「旧法」

という。）の規定によってした処分、手続その他の行為であって、この法律による改正後の建

築物の耐震改修の促進に関する法律（以下「新法」という。）の規定に相当の規定があるもの

は、これらの規定によってした処分、手続その他の行為とみなす。  

２  新法第八条及び第九条の規定は、この法律の施行後に新法第八条第一項又は第九条第一項

の規定により申請があった認定の手続について適用し、この法律の施行前に旧法第五条第一

項又は第六条第一項の規定により申請があった認定の手続については、なお従前の例による。  

（罰則に関する経過措置）  

第三条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。  

（政令への委任）  

第四条 前二条に定めるもののほか、この法律の施行に関して必要な経過措置は、政令で定め

る。 

（検討）  

第五条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、新法の施行の状況について

検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとす

る。 
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２ 建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令 

 

建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令 

 

（平成七年十二月二十二日政令第四百二十九号） 

 最終改正：平成一九年九月二〇日政令第二九二号  

 

内閣は、建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成七年法律第百二十三号）第二条、第四

条第一項から第三項まで及び第十条〔平成八年三月法律二一号により委任規定削除〕の規定に

基づき、この政令を制定する。  

 

（都道府県知事が所管行政庁となる建築物）  

第一条 建築物の耐震改修の促進に関する法律（以下「法」という。）第二条第三項ただし書の

政令で定める建築物のうち建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第九十七条の二第一

項の規定により建築主事を置く市町村の区域内のものは、同法第六条第一項第四号に掲げる

建築物（その新築、改築、増築、移転又は用途の変更に関して、法律並びにこれに基づく命

令及び条例の規定により都道府県知事の許可を必要とするものを除く。）以外の建築物とする。  

２ 法第二条第三項ただし書の政令で定める建築物のうち建築基準法第九十七条の三第一項の

規定により建築主事を置く特別区の区域内のものは、次に掲げる建築物（第二号に掲げる建

築物にあっては、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十七の二第

一項の規定により同号に規定する処分に関する事務を特別区が処理することとされた場合に

おける当該建築物を除く。）とする。  

一 延べ面積（建築基準法施行令（昭和二十五年政令第三百三十八号）第二条第一項第四号

に規定する延べ面積をいう。）が一万平方メートルを超える建築物  

二 その新築、改築、増築、移転又は用途の変更に関して、建築基準法第五十一条（同法第

八十七条第二項及び第三項において準用する場合を含む。）（市町村都市計画審議会が置か

れている特別区にあっては、卸売市場、と畜場及び産業廃棄物処理施設に係る部分に限る。）

並びに同法以外の法律並びにこれに基づく命令及び条例の規定により都知事の許可を必要

とする建築物  

 

（多数の者が利用する特定建築物の要件）  

第二条 法第六条第一号の政令で定める建築物は、次に掲げるものとする。  

一 ボーリング場、スケート場、水泳場その他これらに類する運動施設  

二 診療所  

三 映画館又は演芸場  

四 公会堂  

五 卸売市場又はマーケットその他の物品販売業を営む店舗  

六 ホテル又は旅館 

七 賃貸住宅（共同住宅に限る。）、寄宿舎又は下宿 

八 老人短期入所施設、保育所、身体障害者福祉ホームその他これらに類するもの 

九  老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センターその他これらに類するもの 
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十 博物館、美術館又は図書館  

十一 遊技場  

十二 公衆浴場  

十三 飲食店、キャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダンスホールその他これらに類するも

の  

十四 理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサービス業を営む店舗  

十五 工場  

十六 車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成する建築物で旅客の乗降又は待

合いの用に供するもの  

十七 自動車車庫その他の自動車又は自転車の停留又は駐車のための施設  

十八 郵便局、保健所、税務署その他これらに類する公益上必要な建築物  

２ 法第六条第一号の政令で定める規模は、次の各号に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ

当該各号に定めるものとする。  

一 幼稚園又は保育所 階数が二で、かつ、床面積の合計が五百平方メートルのもの  

二 小学校､中学校､中等教育学校の前期課程、盲学校、聾学校若しくは養護学校（以下「小

学校等」という。）、老人ホーム又は前項第八号若しくは第九号に掲げる建築物（保育所を

除く。） 階数が二で、かつ、床面積の合計が千平方メートルのもの  

三 学校（幼稚園及び小学校等を除く。）、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、

事務所又は前項第一号から第七号まで若しくは第十号から第十八号までに掲げる建築物 

階数が三で、かつ、床面積の合計が千平方メートルのもの  

四 体育館 床面積の合計が千平方メートルのもの  

 

（危険物の貯蔵場等の用途に供する特定建築物の要件）  

第三条 法第六条第二号の政令で定める危険物は、次に掲げるものとする。  

一 消防法（昭和二十三年法律第百八十六号）第二条第七項に規定する危険物（石油類を除

く。）  

二 危険物の規制に関する政令（昭和三十四年政令第三百六号）別表第四備考第六号に規定

する可燃性固体類又は同表備考第八号に規定する可燃性液体類  

三 マッチ  

四 可燃性のガス（次号及び第六号に掲げるものを除く。）  

五 圧縮ガス  

六 液化ガス  

七  毒物及び劇物取締法（昭和二十五年法律第三百三号）第二条第一項に規定する毒物又は

同条第二項に規定する劇物（液体又は気体のものに限る。）  

２ 法第六条第二号の政令で定める数量は、次の各号に掲げる危険物の区分に応じ、それぞれ

当該各号に定める数量（第六号及び第七号に掲げる危険物にあっては、温度が零度で圧力が

一気圧の状態における数量とする。）とする。  

一 火薬類 次に掲げる火薬類の区分に応じ、それぞれに定める数量  

イ 火薬 十トン  

ロ 爆薬 五トン  

ハ 工業雷管若しくは電気雷管又は信号雷管 五十万個 

ニ 銃用雷管 五百万個  



75 

 

ホ 実包若しくは空包、信管若しくは火管又は電気導火線 五万個  

ヘ 導爆線又は導火線 五百キロメートル  

ト 信号炎管若しくは信号火箭又は煙火 二トン  

チ その他の火薬又は爆薬を使用した火工品 当該火工品の原料となる火薬又は爆薬の区

分に応じ、それぞれイ又はロに定める数量  

二 消防法第二条第七項に規定する危険物 危険物の規制に関する政令別表第三の類別の欄

に掲げる類、品名の欄に掲げる品名及び性質の欄に掲げる性状に応じ、それぞれ同表の指

定数量の欄に定める数量の十倍の数量  

三 危険物の規制に関する政令別表第四備考第六号に規定する可燃性固体類 三十トン  

四 危険物の規制に関する政令別表第四備考第八号に規定する可燃性液体類 二十立方メー

トル  

五 マッチ 三百マッチトン  

六 可燃性のガス（次号及び第八号に掲げるものを除く。） 二万立方メートル  

七 圧縮ガス 二十万立方メートル  

八 液化ガス 二千トン  

九 毒物及び劇物取締法第二条第一項に規定する毒物（液体又は気体のものに限る。） 二十

トン 

十 毒物及び劇物取締法第二条第二項に規定する劇物（液体又は気体のものに限る。） 二百

トン 

３ 前項各号に掲げる危険物の二種類以上を貯蔵し、又は処理しようとする場合においては、

同項各号に定める数量は、貯蔵し、又は処理しようとする同項各号に掲げる危険物の数量の

数値をそれぞれ当該各号に定める数量の数値で除し、それらの商を加えた数値が一である場

合の数量とする。  

 

（多数の者の円滑な避難を困難とするおそれがある特定建築物の要件）  

第四条 法第六条第三号の政令で定める建築物は、そのいずれかの部分の高さが、当該部分か

ら前面道路の境界線までの水平距離に、次の各号に掲げる当該前面道路の幅員に応じ、それ

ぞれ当該各号に定める距離を加えたものを超える建築物とする。  

一 十二メートル以下の場合  六メートル  

二 十二メートルを超える場合  前面道路の幅員の二分の一に相当する距離  

 

（所管行政庁による指示の対象となる特定建築物の要件）  

第五条 法第七条第二項の政令で定める特定建築物は、次に掲げるものとする。  

一  体育館（一般公共の用に供されるものに限る。）、ボーリング場、スケート場、水泳場そ

の他これらに類する運動施設  

二 病院又は診療所  

三 劇場、観覧場、映画館又は演芸場  

四 集会場又は公会堂 

五 展示場  

六 百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗  

七 ホテル又は旅館  

八 老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センターその他これらに類するもの  
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九 博物館、美術館又は図書館  

十 遊技場  

十一 公衆浴場  

十二 飲食店、キャバレー、料理店、ナイトクラブ、ダンスホールその他これらに類するも

の  

十三 理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサービス業を営む店舗  

十四 車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を構成する建築物で旅客の乗降又は待

合いの用に供するもの  

十五 自動車車庫その他の自動車又は自転車の停留又は駐車のための施設で、一般公共の用

に供されるもの  

十六 郵便局、保健所、税務署その他これらに類する公益上必要な建築物  

十七 幼稚園又は小学校等  

十八 老人ホーム、老人短期入所施設、保育所、身体障害者福祉ホームその他これらに類す

るもの 

十九 法第七条第二項第三号に掲げる特定建築物  

２ 法第七条第二項の政令で定める規模は、次に掲げる特定建築物の区分に応じ、それぞれ当

該各号に定めるものとする。  

一 前項第一号から第十六号まで又は第十八号に掲げる特定建築物（保育所を除く。） 床面

積の合計が二千平方メートルのもの  

二 幼稚園又は保育所 床面積の合計が七百五十平方メートルのもの  

三 小学校等 床面積の合計が千五百平方メートルのもの  

四 前項第十九号に掲げる特定建築物 床面積の合計が五百平方メートルのもの  

 

（報告及び立入検査）  

第六条 所管行政庁は、法第七条第四項の規定により、前条第一項の特定建築物で同条第二項

に規定する規模以上のものの所有者に対し、当該特定建築物につき、当該特定建築物の設計

及び施工に係る事項のうち地震に対する安全性に係るもの並びに当該特定建築物の耐震診断

及び耐震改修の状況に関し報告させることができる。  

２ 所管行政庁は、法第七条第四項の規定により、その職員に、前条第一項の特定建築物で同

条第二項に規定する規模以上のもの、当該特定建築物の敷地又は当該特定建築物の工事現場

に立ち入り、当該特定建築物並びに当該特定建築物の敷地、建築設備、建築材料及び設計図

書その他の関係書類を検査させることができる。  

 

（独立行政法人都市再生機構の業務の特例の対象となる建築物）  

第七条 法第十四条の政令で定める建築物は、独立行政法人都市再生機構法（平成十五年法律

第百号）第十一条第三項第二号の住宅（共同住宅又は長屋に限る。）又は同項第四号の施設で

ある建築物とする。 

 

附 則 抄  

（施行期日）  

１ この政令は、法の施行の日（平成七年十二月二十五日）から施行する。 
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附 則 （平成一八年一月二五日政令第八号）  

この政令は、建築物の耐震改修の促進に関する法律の一部を改正する法律の施行の日（平成

十八年一月二十六日）から施行する。 
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資料８．用語解説 
 

 

耐震改修促進法 

耐震改修促進法（建築物の耐震改修の促進に関する法律）は、阪神大震災の教訓から、

1995 年 12 月 25 日より施行されている法律で、地震による建築物の倒壊等の被害から

国民の生命、身体及び財産を保護するため、建築物の耐震改修の促進のための処置を講ず

ることにより建築物の地震に対する安全性の向上を図り、公共の福祉の確保に資すること

を目的としている。この法律では既存の建物のうち、特に多数のものが利用する一定規模

以上の建物を「特定建築物」とし、その所有者は、建築物が現行の耐震基準と同等以上の

耐震性能を確保するよう耐震診断や改修に努めること（努力義務）が求められている。ま

た、耐震改修計画が同法に適合しているかどうかの認定を受けると、耐震改修に関する一

定の規制緩和や公的融資の優遇などを受けられるなどの緩和措置等も規定されている。耐

震改修促進法は 2006 年に改正され、向こう 10 年間で耐震化率 90％という具体的な数

値目標を掲げている。その実現のために建物の所有者が「自らの問題」、「地域の問題」と

して取り組む必要が指摘され、特定建築物の対象も拡大されている。また、目標達成のた

め、特定行政庁による「耐震改修促進計画」の策定が義務づけられ、2008 年４月では、

全ての都道府県で計画の実施が始まっており、順次、市区町村での策定や実施が進められ

ている。 

 

新耐震基準 

改正耐震改修促進法で求められている耐震基準は、昭和 53 年の宮城県沖地震の発生を

受け、1981 年（昭和 56 年）に改正されたたもので、それまでのものと区別するために

「新耐震基準」と呼ばれている。「新耐震基準」の目的は、強い地震（震度 6 強～７）の

際に建物の倒壊を防ぎ、中にいる人の安全を確保できるようにすることで、この基準を満

たした建物は平成 7 年１月の阪神大震災級の地震でも、被害が少なかったことから、これ

を機に「昭和 56 年以前の耐震基準による建物」と「昭和 56 年以降の新耐震基準による

建物」という耐震性に係る区別や表現がなされるようになった。 

 

地域防災計画 

地域防災計画（ちいきぼうさいけいかく）は、災害対策基本法（第 40 条）に基づき、

各地方自治体（都道府県や市町村）の長が、それぞれの防災会議に諮り、防災のために処

理すべき業務などを具体的に定めた計画である。 
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マグニチュード 

マグニチュード（magnitude）とは、地震が発するエネルギーの大きさを表した指標値

である。マグニチュードは地震のエネルギーの対数と線形関係にあり、マグニチュードが

2 増えるとエネルギーは 1000 倍になる。地震学ではモーメント・マグニチュード（Mw）

が広く使われる。日本では気象庁マグニチュード（Mj）が広く使われる。一般に使われる

他の各種のマグニチュードでは、概ね 8（表面波マグニチュードで 8.5、実体波マグニチ

ュードでは 7 程度）を超えると数値が頭打ち傾向になるため、より正確に地震の規模を表

す指標として、モーメント・マグニチュードが考案され、地震学では広く使われている。 

なお、magnitude は「大きさ・重要度」という英語（名詞）であり、とりわけ対数スケ

ールを用いた数量の比較の術語として用いられる。天体の等級も英語でマグニチュードと

言う。 

 

震度 

震度（しんど）とは、ある地点における地震の揺れの程度を表した指標である。数個か

ら十数個の階級（レベル）で表す震度階級（震度階とも）を使うことが多い。震度階級に

はいくつか種類があるが、現在の日本では気象庁震度階級が使われており、日本では一般

的にこれを「震度」と呼ぶ。 

 


